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ワイントゥラウフ分配論の課題の展開方向
一一ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルとの比較一一一
原 久 治
はじめに
この小論は，ワイントゥラウプの所得分配理論の課題を展開するために必要
な方向を探る 1つの接近方法として，ワイントゥラウブ・モテルとソロウ・ス
ティグリッツ・モデ、ルとを比較考量することが目的であるO
ワイントゥラウプの所得分配理論については，その学説史的位置づけ，基本
的性格，理論構造および分配理論的合意の検討を通じてその全体像を明らかに
しそれに若干の批判的考察を加えたことがある。小論では，ワイントゥラウ
プの所得分配理論における課題あるいは残された問題点の展開を行える方向を
明らかにするために極めて有益な学説を取り上げて，それらの学説の所得分配
モデ、ルとワイントゥラウプの所得分配モデ‘ルとの比較考量を行い，彼の所説の
課題を展開する方向について何らかの示唆を得たし、と考える。このことが新し
い所得分配理論の追求とその 1つのフロンティアの開拓に役立つと考えるから
である。
Eでは，ワイントゥラウプの所説を他の所説と比較する場合の観点を説明す
る0 ］［では，ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルを吟味して要約的に説明し，論
点を明示した後に，批判的検討を加えるO 百では，小論で得られたことを述べ
ている。
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E 比較の観点
ワイントヮラウプの所得分配理論をいかなる観点から他の諸説と比較するか
については，少なくとも 7つの観点があると考える。ここではそのうちの 1つ
の観点に基づいて比較するわけである。それは，雇用量やインプレーションが
所得分配にいかなる影響を及ぼすかを解明しようとする観点である。
この観点を解明しているとd思ーわれる代表的な所説としては，ソロウ（R.M. 
Solow）とスティグリッツ (J.E. Stiglitz), ヴェーニッヒ（A.Weniρ の所
説を挙げることができる。
I ソロウ・スティグリッツ・モデルの批判的検討および
ワイントゥラウプ・モデルとの比較
前述の2つの所説のうちここではソロウ・スティグリッツ・モデルだけを取
り上げて吟味しそれに批判的検討を加えるとともに，ワイントゥラウプ・モ
デ‘ルと比較考量する口
ソロウ土スティグリッツは， 1968年の共同論文において限界生産力説とケム
ブリッジ理論という 2つの所得分配理論の聞の本質的な関係争明快にしてい
るO 彼らはその共同論文においてワイントクラウプが唖然とした概念を展開し
ている。ソロウはワイントヮラウプ著の AnAlう＇Proachto the Theory of Income 
Distribution, 1958，に対する書評で次のように述べている。 「曲線 （Z関数〉
は分配を分析するための極めて有益な工夫で、はないかと思う。面倒なことは，
重要な理論的問題はすべて曲線の形状，曲線を移動させるものおよび曲線が移
動する方法，……に埋もれるということである。したがって，基本的分析用具
としてそのような曲線を用いることは主として明示的な理論化を黙示的な理論
(1) Solow, R. M. and Stiglitz, J. Eリ“Output,Employment, and Wages in the Short 
Run”， Quarterly Journal of Economics, Vol. 82, 1968, pp. 537-560. この文献を
Ibid., Q亀TE，と略記する。
-2-
-171ー
化へ転換し，関数それ自体の形状に関する因果的説明へ転換す7ることであると
思われる。」また， ソロウとスティグリッツは貨幣的メカニズムをつくり，貨
幣賃金率，価格水準および雇用量を用いてその作業を完成しようという意図を
示している。しかし，この点はワイントゥラウプの初期の関心事でもあった。
ソロウとスティグリッツの所得分配にも関連した接近方法を説明するにあた
って，ここでは彼らが展開した方程式体系の所得分配モデルに限定して説明す
る。
ソロウとスティグリッツの基本思考は， 「我々は……短期における総（集計
的〉産出量と雇用の決定に関する少しばかり新しい理論を導いており，特に我
々は産出量の総供給の性質に明示的な注意、を払い，この点では我々は『一般理
論』の方法に戻っている」から，限界生産力説をカルドア，ロビンソン，パシ
ネッテイなどの「ケムブリッジ理論」と結びつけることである。この場合，ソ
ロウとスティグリッツは，価格水準が生産物市場の需給均衡を即時的に調整す
る要因ではないが，貨幣賃金率は労働市場の需給均衡を調整する要因であると
仮定し， 「……限界生産力説は任意の供給制限的均衡（supply-limitedequil-
ibrium）で成立するといわれるし，ケムブリッジ理論は任意の需要制限的均衡
で成立するといわれるという意味がある」と考える。その任意の供給制限的均
衡では，またこの均衡が存在するときに限り，短期の実質賃金率は労働の限界
生産力に等しし、。その任意、の需要制限的均衡では，またこの均衡が存在すると
w きに限り， ケムブリッジ派分配理論の分配決定式一一＝（sa一一一）／（sa-sw)y w . _, 
が存在する。この賃金分配率一ーはカルトア・モアルと違ってYは一定ではなy 
くて変数であるo
このようなことをワイントクラウプはハサミを開いているときのマーシャル
(2) Solow, R. Mリ op.cit., p. 420. 
(3) Ibid.;-QJE, p. 537. 
(4) Ibid., QJE, p. 538. 
(5) Ibid., QJE, p. 538. 
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D=(l-sw)lN十（l-s0)(Y-lN)+PlR,l>sa>sw>O (1.1) 
D あるいは，総実質需要一ーを YDとおけば，p 
lN y 
YD= (sa-sw）一一一十（l-s11）一一一十IR (1. 2) p 
で、示されるo らは一定の実質投資すで、ある。
(1. 2）については (1.1）と同じことが該当する。総需要と総供給が不均衡
であるときには， (1. 2）には単純な 1次の調整過程が含まれる。
単純化のために，ソロウとスティグリッツは，モデ、ルで、生産物市場の均衡が
支配することを除けば， (1. 2）で Y=Dとおいて
一－sw lN 1 ＝二三十..＇.＇..！！＇.：..＿一三一十一ァ －JR
:Ja I’ :JG 
(1.3) 
のように総需要関数を設定する。
総供給面では，生産関数 Y=F(N,K）を仮定する。資本ストックKは所与
であり， N=N（す）， N＇（す）く Oであると仮定するから，実質産出量Yは
労働投入量Nだけの関数
Y =F(N), F'(N)>O, F＇’（N）く0 (2) 
になる。この生産関数では収穫法則の作用様式が仮定されている。すなわち，
短期の労働の限界生産力は正であるから，労働に対してのみ短期の収穫逓減が
作用しそうである。効率の小さな生産能力はより高い産出量水準では使用され
l aY 
がたいからである。したがって，総供給関数 ysは一子一＝否万から得られ，
Y吋 N（去），K｝＝ベ÷）， f'=Yf,N’くO (3) 
ays 
で示される。ここで ysは労働の限界生産力万万である。 「競争条件の下で
は，任意の価格水準Pと任意の貨幣賃金率のときの産出量の総供給 ysは，利
潤極大を与える産出量であり，価格が限界費用に等しい産出量であるO すなわ
ち，労働は唯一の可変的生産要素であるから，労働の限界生産力が実質賃金率
に等しい産出量である。したがって，総供給関数は収穫逓減のために実質賃金
一6-
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率の減少関数で、あんこのことは資本ストックが雇用増加の下でも一定であ
るという意味で慣習的な供給曲線である。この場合，任意の時点では雇用も賃
金費用も一定とみなすことができる。ワイントクラウプの総供給関数も限界
生産力説の仮定に基づいているo このことをソロウはかつて「……収穫逓減な
ど」と皮肉っていることをみてもわかる。この（3）は均衡では総需要は総供給に
G M M 何等い、から， ----u-=1一一ーとなり， 1一一ーに等しくならなければならない。
y x x 
ソロウとスティグリッツは価格上昇率を示す動学的価格水準関数を仮定す
る。価格水準の決定式は，
/'. I VD¥ /'. 
P=(f)（金子）＋jl,(f)'>O, l>j>O (4) 
で示される。価格水準の変化倍率 Pは，一方では貨幣賃金率の変化倍率？に
YD /'. 
依存し，他方で、は総供給に対する総需要の比率--ysvこ依存するoP＝ァ， h
dP " l ・ dl一－ l＝一一－ l一一ーである。 jはパラメーターである。（4）の右辺が増加関J’－ dt 
数であることは明らかであり，右辺の第1項にはフィリップス曲線の要素が含
まれている。ワイントゥラウプは，投資需要の増大から生じる雇用量の増加に
関しては，貨幣賃金率の底上げ、の原因とみなされる「労働市場の硬直化の増大
につれて労働組合が要求する貨幣賃金率の上昇か個別的に失業のより僅かな減
少に直面した企業がより高い貨幣賃金率を与えるかのどちらかの事態が好転す
ることを仮定できる」と言及しても，ワイントゥラウプはフイリップス曲線の
説明を否定する。このことはソロウとスティグリッツの説明と類似している
が，ソロウとスティグリッツが貨幣賃金率を内生変数とみなすのに対して，ワ
イγ トクラウプはフイリグプス曲線の説明を否定する。このことはソロウとス
(14) Ibid., QJE, p. 539. 
(15) Solow, R. M., op. cit., 1959, p. 420. 
同 Weintraub,S., "Solow and Stiglitz on Employment and Distribution: A New 
Romance with An Old Model ？”， Quarterly Journal of Economics; Vol.←84, 1970, 
pp. 144-152. 
色7) Ibid., 1958, p. 127. 
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ティグリッツの説明と類似しているが，ソロウとスティグリッツが貨幣賃金率
を内生変数とみなすのに対して，ワイントヮラウプは貨幣賃金率を外生変数と
みなしている点が異なっている。それにしても，（引はワイントゥラウプの説明
と類似している。ワイントゥラウプはその総需要関数と総供給関数を用いて二
者択一的な価格水準の下で需要量と供給量を比較し，雇用量，産出量および価
格水準の過不足から生じる作用を考察しているからである。
マクロの賃金関数は，
らg（長）吋ピ＞O, 1ミh>O (5) 
で示される。（5）は貨幣賃金率の決定式であるo 貨幣賃金率の変化倍率？は価格
水準の変化倍率 P と同様に非弾力的とみなされる労働供給量 NBに占める現
N (la) 
実の労働投入量 N の比率羽音ーに依存する。価格水準は賃金交渉過程に基づく
実質賃金率に関連するものであり， hは賃金交渉過程を形成する過去の価格水
準か現在の価格水準かのどちらかで示されるものであり， l>h>Oの範囲の値
を取るパラメーターである。ソロウとスティグリッツはgについては何も説明
していない。
このようにして，このモデ、ルの5個の変数 l,N, P, YD, Y8を決定する完
結したモデル（1.3), （剖，（3), （仏（5）が得られる。 sw,so, K, N8, j, g, h, 
IRはすべてパラメーターであり，一定である。
ソロウとスティグリッツは動学的雇用関数として
N=q(NN-N) (6) 
を与えている。 qは一定であり， q>Oの範囲の値である。労働需要量 NNは，
NN=! NN(Y8), YD>P＇ のとき
! NN(YD), YDくysのとき
に基づいて決定される。
。8) Weintraub, S., op. cit., 1970, p. 147. 
(19) Ibid., QJE, p. 544. 
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ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルは，モデ、ルの体系が2次元の性格をもつた
めには，賃金関数と動学的価格水準関数に対して制限的仮定が必要であり，こ
れらの関数は実質賃金率に関する 1つの関数にまとめることができると考え
る。ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルは実質賃金率Rl＝ー し）と雇用量Nに関¥ p J 
する次の微分方程式体系
f ( N ¥ (YD ¥1 日－jh)-1F1-h）・g~N8） 一（1-h)・<D ¥Ts) J (8) 
N=q〔NN{min(Y8, YD) }-N〕 (9) 
で示すことができるO この体系は2個の変数R,Nを決定する完結したモデ、ル
(8), (9）である。ここで ysについては（3）が成り立ち， YDについてはく1.3) 
が成り立っている。
例。
この体系の安定条件は次のようにして導くことができる。この体系が均衡値
R＊ と N＊をもっとして線型化すれば，
R=μi(R-R＊）十μ2(N-N*) (10) 
｛ν1CR-R日（N-N＊），めれとき
σ1CR-R＊）十σ2CN-N*),YDくysのとき
、 、 ． ，
??
????（
が得られる。ここで，
「 1 P _r Pネ 1
μ2 = (1-jh)-1R* j (1-j) (g*)'---frs一（1-h)(H＊）’ニモ二ι手了i、，＂ "G _. , 
「 ，（主二並立土－YD*(YB＊）’1l μ1=C1ー jh）ーIR*I(1-h)(H*) j 一一一－ lくOl l s0 R* (Y8＊）リJ
ν2=-qくO
リ手 faN ¥ 
νi=qN亨Jぐys＇勺”＝qぐN*J’くo,Nys=¥ws) 
I R* c- -'" ¥ 
σ2 =q(-f:キ－ ＿：£＿子!f..-1）く（）、J..VYS "G I 
である。
YDくysかつ s0>s0-sw（したがって， sw>O）のとき， N予s>R＊ である
側 Bartmann,H., Zur Theorie der Lohnbildung in makrookonomischen modellen, 
1971, SS. 176-178, SS. 256-262. 
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から，
???
? ??????? ???? ??
である。
この体系の定定条件は，（I) YD>YSのときと（Il) YDくysのときに分
けて検討する必要があるC
（工〉 YD>YSのときの安定条件
この場合の安定条件は，
μ1＋ν2く0,μ1JJ2一叫ん＞O （ロ）
である。
① ん＞Oのとき， 2つの条件（白）が満たされるならば，安定的な体系が存在
する。体系は， (μ1一ν2)2+4ν1J2くOのとき，振動する。
② μ2くOのときにのみ，方程式の実根が得られる。すなわち， (μ1－ν2) 2 
+4ν1JJ2>0であるから，体系は振動しなし、。この場合には 2つの可能性があ
る。
付） μIν2一叫ん＞Oあるいはーヱ）＿＞_ _f!J_の場合。この場合は図7-4
ν2 μ3 
のように R=N=Oのときであって， R曲線とN曲線が上から交わる場合で
あるから，体系は安定的であるo
（ロ） μIν2一叫んくOあるいは＿＿！：＇.＿！＿く＿ _l!i_の場合。この場合は図7-5
ν2 μ3 
のように， μz>Oのとき，またんくOのとき，体系が示される。すなわち，
1 " -" P* 
(1ー j)(g＊）’オr一（1-h)(H＊）’立子ι会平手0
~（｝ .L 
あるいは，
1-j くgキγ Sa-Sw-<' NS D本τ工瓦て亘可一三7 ヲys:京民
のときに応じてん手0となるく符号同順〉。
このんの規定要因は次のものであるO これらの規定要因が変動する場合に
.TS 
応じて，示平R＊ が所与であるとき， μz(>O）は上昇する。
- 10一
(i) jの上昇。
(ip hの低下。
(iD (g＊）’の低下。
（叩 (H＊）’の上昇。
(V) 1-Swすなわち労働者の限界消費性向 Cwの上昇。
(Vi) 1-saすなわち資本家の限界消費性向 Caの低下。
(Il) YDくysのときの安定条件
この場合の安定条件は，
μI十σ2くQ, μIσ2一σ1μ2>0
である。
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(13) 
① ん＞Oのときには，方程式の実根が存在する。すなわち，体系は振動し
ない。
μ，σ2ー σ，μ2ミ0あるいはーヱL手＿_EJ_ Vこ応じて，体系は安定的あるいは
σ2 μ2 
不安定的となる（符号同）｜買）。図7-6と図7-7がそれぞれの場合に該当す
る。
① μ2くOのときには， 2つの安定条件が満たされる。したがって，体系は
安定的であるO この場合は図7-8で示される。
① 特別な場合として Cw=Caを仮定すれば，体系はすべての場合で常に安
定的である。この場合の図は図 7-9で、示されるが，特にN曲線の形状が他の
図の N曲線の形状とは異なっている。
付） YD>YSのときには，ん＞Oのときに限り，体系は安定的であるO
（ロ） YDくys のときには， σ1=0， σ2=-q となる。実根は ）.~＝ µ1くo, ;.;= 
σ2くOであるから，体系は振動がなく，安定的であるO
以上の安定条件の範曙を明快にするためには，次の①と②の場合に分けて考
える必要がある。
体系から， R=N=Oのとき，
-11-
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長＝（1ー jh)-1R{ (1-j) ・g（長）－←h)・H（菩） ω
N=q〔NN{min(Y8,YD)}-N〕
となるo
／孔T ¥ I VD、
① (1ー j）・glffe) = (1-h) ・Hl手s）のん丸
ド －s N (¥8)' 1 (1-h）・H'j_:_Q_一一-rs一一一－f三笠－ l Sa } (¥8)2 J 一一 μ，
dR - 1 
(1-h) ・g'-b--(1-h) ・H吉弘R μ2 仕団
dN Hーであり，実質賃金率Rが1単位増加したときの雇用量Nの増分一ーはーよLdR μ2 
1ー j g’ 1 1 s -5 に等しくなる。 α2>0，すなわち，一一一一一一一一一＞一一~である限り，1-h H’N8 R Sa 
R曲線 （R=O）の勾配は正となるO このことは次のように図示することがで
きる。
N 
ino : k<o 
。
a, >O tα2 < 0 
図7-'1
② N=NN(Y8), YD>YSのとき
N=NN(YD), YDくysのとき
dN 
付） YD＞γsのとき， 一一くOとなる。すなわち 1dR 
dN aN v・一一一一一γ （YB）＇＝ ーニLくOdR -al v2 
となる。
dN 
（ロ） YDくysのとき， dlf>Oとなる。すなわち，
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R 
的）
dN 
dR 
となる。
N主三生：＿N,cy
Sa ~ 
1-NysR主~
"G 
一~＞O
σ2 
これらのことを図示すれば，図7-2のようになる。
N 
！／わo N > O で。
。
yo<ys 
I ’ ’ Y°>Ys 
図7-'2
(18) 
R 
図7-1と図7-2を組み合せれば，次の6つの可能性が生じるO 各図の矢
印は勤学的均衡の方向を示したものである。
N lV 
Rュ O
し
N=O N=O 
。 R 。 R 
図7-3 図7-4
YD>Y8, u2>0のとき，安定。 YD>Y8, μ3くOのとき，安定。
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NI ；、4可r
IN=O 
勺 J→ 
～～h』
R=O I~「／ J 
＼片＝ O
R R 
図7-5 図7-6
YD>Y8, /L2くOのとき，不安定。 yDくys,μJ>Oのとき，不安定。
Ni N 
Rニり
r ／勺 勺 八＇＝ 0 
ーー －－N=O
J 
。 R 。 .R 
図 7ー 7 図7-8
YDくY8,μ2>0のとき，安定。 YDくys,12くOのとき，安定。
N 
r R= l
。 R 
図7-9
so=swのとき，安定。
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ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルの所得分配理論的帰結は，次のことであ
るO ソロウとスティグリッツは，有効需要が短期で変動するとき，賃金分配率
ω 
がどのように変動しているかか5考察している円産出量が供給の制限を受ける場
合には，ぞの問顕の容は雇用量の増加につれて短期の労働の限界生産力が低下
する速さに，すなわち代替の弾力性に依存するという慣習的なものであるが，
この肝臓は複雑であるo 賃金分配率与は，
／仁ーし lN . IR ＼ー l ／しーし． IR γl 一一一 ＝lNI·~ 一一一＋一一一l ＝（＿＿！！＿＿ー」L十一一一一l¥. s口 P 1 Sn J ¥ saP 1 s0lN J U9) 
で示される。
この賃金分配率の規定要因は，次の IR,I, P, l, N, Sa, Swである。各要因
の変動につれて賃金分配率は上昇（低下〉するO
( i) 実質投資 IRの減少〈増加入
(i) 投資Iの減少（増加〉。
GiD 価格水準Pの上昇（低下〉。
rn 貨幣賃金率 Jの上昇（低下〉。
(V) 雇用量Nの増加（減少〉。
（日 資本家の限界貯蓄性向 Saの上昇（低下〉。ただし， l>swlNのとき上昇
し， Iくs,f
刊曲 労働者の限界貯蓄性向 Swの上昇（低下〉0 
ここで、ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルとワイントゥラウプ・モテ、ルを比較
すれば，次のことを明らかにすることができる。ソロウ・スティグリッツの基
本方程式はソロウとスティグリッツの共同論文が公表される前にワイントゥラ
ウプが用いた方程式に極めてよく似ているO ワイントヮラウプはその理論に貨
幣賃金率，個別企業と産業の側面，非統合体系における独占と独占価格の歪
み，利子率や投資に関する貨幣賃金率と価格水準の変動，若干の期待の側面を
(20 Ibid., QJE, pp. 557-559. 
一日一
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ω 
導入して分析しているが，後には資本ストックや雇用量の成長も導入して分析
ω 
している。これに対して， ソロウはワイントクラウプに対する書評で以上の点
ソロウとスティグリッツの共同論文ではその点に言及して
ソロウとスティグリッツがワイントゥラウプと同様な
に触れてはいるが，
いなし、。その限りでは，
ソロウとスティグリ所得分配理論的結論を得たことは別に驚くには当らなし、。
実質支出の実質量で
定義した総需要を用いて総供給に対する総需要の比率の関数を案出していよ：
現行の雇用量と実質賃金率が所与であるとき，ッツtま，
この関数が価格水準の抑圧要因となっている点にソロウとスティグリッツの考
え方の 1つの特色がある。この点についてワイントゥラウプはワルラス的意味
で，すなわち，実質賃金率を含む明示的な所与の価格水準と所与の貨幣賃金率
の下で生産された供給量に等しい需要量を意味するものであると解釈する。こ
ワイントゥラウプの場合の価格水準は総需要と総供給に組
ソロウとスティグリッツの扱い方と一致する。し
ソロウとスティグリッツは「価格水準を抑えるよりよい指標は現実の産
ω 
出量水準における意、図した支出であると議論しようと思えばできるであろう」
み込まれるものであるから，
の解釈をする限り，
カミし，
「需要抑制に関するその二者択一的な明確な論述は・・・・・・その結果には
~ 
いかなる質的な相違も与えない」と結論づける。
と述べ，
ワイントゥラウプは総需要関数と総供給関数が明示的な貨
その結
この点に対して，
幣賃金率と価格水準の下で存在することを動学モデルで、考慮する限り，
果には差違が出てくるであろうと考える O 総需要 YDで総供給 F(N)に等し
いとすれば， YD=F(N)において「生産が同ーの雇用量を必要とする実質賃金
約
率で総需要を生み出す雇用水準を見つけなければならない。」 ソしたがって，
Ibid., 1961, pp. 65-117. 
Weintraub, S., Employment Growth, 1966, pp. 71ー 72.
Ibid., QJE. p. 544. 
Ibid., Q篭店， p. 544. 
Ibid., QJE, p. 544. 
Ibid., QJE, p. 545. 
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ロウとスティグリッツは実質賃金率をパラメーターの意味で一定と仮定し，各
実質賃金率の下で均衡雇用量を求めようとしたわけで、ある。これに対して，ワ
イントゥラウプは所与の貨幣賃金率と生産力現象の下で市場需要の予想量とそ
の配分の結果として雇用水準を一定に保とうとしたわけで、ある。特定の供給価
格の下では，在庫を無視すれば，全購入者の望む需要量が超過需要であるのか
需要不足であるのかが問題である。各雇用水準で各産出量に対する需要価格が
総供給曲線に組み込まれた供給価格と羊離するときには，ある雇用水準では需
要により近いあるいは供給により近い現実の価格が生じるであろうとワイント
ゥラウプは考える。このことは，通常の価格水準の分析では，投資の増加が総
需要を増大させ，雇用量を増加させるとしづ体系的な方法ではないが，それで
ω 
もこのワルラス的な図式は価格水準の分析では有益な分析方法であるO
ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルはやはり貨幣賃金率の極めて重要な意義を
見落しているうえに，賃金政策がインフレーションを抑制しなければならない
特別の範囲を見落しているO さらに，ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルは生産
力現象に対する投資量と貯蓄性向を強調する過程に関する見解が不十分にしか
示されていなし、。この点についてはワイントクラウプも「支出条件も生産力条
件も満たされる場合に均衡が成立することは明確に示されていない」と批判し
て， 「極端な所得分配率の決定要因として産出量の増加につれて分配の改善を
駒）
通じて上昇する消費支出行動の変化」を明らかにしているO
要するに，ワイントゥラウプの接近方法にみられる時間的先在性を無視すれ
ば，ソロウとスティグリッツの接近方法が実質表示で、表わされl）のに反して，
側 Weintraub,S., op. cit., 1970, p. 151. 
(29) Weintraub, S., op. cit., 1970, p. 146. 
(30) Weintraub, S., op. cit., 1970, p. 146. 
ω ソロウとスティグリッツは，総需要の増加が貨幣賃金率の上昇分よりも大きく価格
を上昇させ，したがって「実質賃金率は低下し雇用量を増加させる」 (Ibid.,QJE, p. 
555.) ことを主張する。つまり，ソロウとスティグリッツは次の結論を導いている。
完全雇用状態では，実質質金率が低下するのに，雇用量と生産量を増加させることが
- 17 -
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ワイ γ トゥラウプの体系は貨幣賃金率ないしは一般に貨幣表示の経済諸量で修
正することができる。ワイントゥラウプの所得分配理論の体系はこのような長
所をもっているO
以上はソロウ・スティグリッツ・モデ、ルを理解した限りでソロウとスティグ
リッツの見解を要約し，ワイントゥラウプ・モデ．ルとの比較を試みたものであ
るo
政む す び
この小論の考察によって得られた所得分配理論的結論は，次のことである。
ソロウ・スティグリッツ・モデ、ルの接近方法も理論構造も「方法論的には」
ワイントゥラウプ・モデ、ルの総需要・総供給体系における接近方法と理論構造
に類似しているということである。
できなし、から，実質賃金率の低下は労働需要量を増加させるが，完全雇用状態におい
て低下した実質賃金率は雇用水準を変化させることはできないと結論する。この結論
は，労働の限界生産力曲線が労働需要曲線である場合に該当することであると考えら
れる。ところが，ケインズはそのような場合を考えていない（Keynes,J~ M., op. cit., 
pp. 280-281.）。
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